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令和８年５月１日改正 

 

公立はこだて未来大学（以下「本学」という。）は，本知的財産ポリシー（以下「本ポリシー」という。）

に基づき，公立大学としての公共性を踏まえ，教育・研究活動等により創出される知的財産を適切に保護す

るとともに，地域社会への貢献，産学官連携の推進および大学発スタートアップの創出を通じて，その積極

的な活用を図り，研究成果の社会実装および社会還元に努めます。 

 

 

１趣旨 

 

本ポリシーは，公立大学法人公立はこだて未来大学（以下「法人」という。）が設置する本学において，教

育・研究活動等により創出される知的財産の取扱いに関する基本的な考え方を定めるものです。 

 

２知的財産の保護および活用 

 

法人は，本学において創出された知的財産について，論文発表等による公表のみにとどまることなく，適切

な保護を行うとともに，積極的な活用を推進します。知的財産の活用を通じて研究成果を広く社会に還元し，

本学の研究力およびブランド力の向上を図ります。 

 

３適用対象者 

 

本ポリシーの適用対象者は，本学の教員，職員および研究に関して法人と契約関係にある者（以下「教職員

等」という。）とします。また，本学の学生および大学院生のうち、本ポリシーの適用に同意した者につい

ても，教職員等に準じて適用対象者とします。 

 

４知的財産の定義 

 

本ポリシーにおいて「知的財産」とは，教職員等により創出される次に掲げるものをいいます。 

(1) 特許法の対象となる発明，実用新案法の対象となる考案および意匠法の対象となる意匠（以下，これら

を総称して「発明等」という。） 

(2)著作権法の対象となる著作物 

(3)商標法の対象となる商標 

(4)秘匿可能であり，かつ資産価値を有するノウハウ等の技術情報 



５知的財産の帰属 

 

(1) 職務発明の帰属 

教職員等が，職務上または職務に関連して創作した特許法上の職務発明については，原則として法人が特許

を受ける権利その他これに準ずる権利を承継します。 

 

(2)著作権の帰属 

    ア 職務命令に基づき教職員が作成した著作物については，法人を著作者とします。 

    イ 教職員が職務遂行上作成した著作物（以下「職務関連著作物」という。）のうち，法人を通じて

第三者に利用許諾する著作物については，法人が著作者から著作権を承継します。 

 

(3)技術情報の帰属 

教職員等が創作した秘匿可能で資産価値を有する技術情報を，法人を通じて第三者に提供する場合には，法

人が当該成果を創作者から承継します。 

 

６発明等の承継および管理 

 

法人は，教職員等から発明等の届出があった場合には，次項(1)に定める基準に基づき，特許を受ける権利

等を承継するか否かを審査します。法人が当該権利を承継した場合には，出願，権利化および権利維持につ

いて，活用計画等を評価のうえ，適切に管理します。法人が，承継しないと判断した場合，または次項(2)

に基づき出願もしくは特許権等を放棄する場合には，発明者等が自己の費用と責任において，特許を受ける

権利等または特許権等を保持することを認めます。 

 

(1)特許を受ける権利等の承継要件 

基本的な特許要件の充足に加え，活用計画の妥当性および特許戦略等を総合的に評価し，承継の可否を判断

します。 

 

(2)出願および特許権等の放棄 

法人は，発明等の活用に向けた取組の継続性および実現可能性を評価し，その可能性が低いと判断した場合

には，当該出願または特許権等を放棄することがあります。 

 

７知的財産の保護・活用の推進 

 

教職員等は，研究成果を知的財産として適切に保護し，活用につなげるため，次の事項に努めます。 

(1) 発明等の発掘 

(2) 発明等の創作後、研究成果を公表する前の速やかな発明等届出書の提出 

(3) 発明等の活用に向けた企業等への積極的な働きかけ 

(4) 権利化に向けた法人の手続への協力 



８発明者等への報奨 

 

法人は，承継した発明等について，次のとおり報奨金または報償金を支払うとともに，当該成果を業績とし

て適切に評価し，知的財産の創出および活用に対する意欲の向上を図ります。 

 

(1)登録報奨金 

出願した特許等が登録された場合には，発明者等の請求に基づき，貢献度に応じた登録報奨金を支払います。 

 

(2)実施報償金 

発明等の活用により法人に収入が生じた場合には，発明者等の請求に基づき，特許法第35条第4項に基づ

く実施報償金を支払います。 

 

 

９共同研究企業に対する協力要請 

 

法人は，大学の研究成果を広く社会に還元する使命を果たすため，本学と共同研究を行う企業（以下「共同

研究企業」という。）に対し，次の指針に基づき協力を求めます。 

 

(1)受益者負担の原則 

共同研究企業が共有特許を自己実施を希望する場合には，特許の出願，取得および維持に要する費用のうち，

法人の持分に相当する費用についても，共同研究企業の負担とします。 

 

１０その他の報償 

 

(1)職務関連著作物の利用許諾による報償 

法人が職務関連著作物の利用を第三者に許諾し，対価を得た場合には，著作者の請求に基づき報償金を支払

います。 

 

(2)技術情報の提供による報償 

法人が技術情報の提供により対価を得た場合には，創作者の請求に基づき報償金を支払います。 

 

１１関連規定 

 

本ポリシーに定める知的財産の具体的な取扱いについては，別に定める規程によります。 

 

 

 


